
平成30年7月豪雨における初動対応

• 施設被害状況把握

• 水害状況把握



平成３０年７月豪雨における河川被害調査状況
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

 高梁川水系小田川の堤防決壊を受け、被害状況を調査した上で、堤防の復旧工法等について
技術的支援を実施。河川研究室長が小田川堤防調査委員会に委員として参画。

 岡山県の要請を受け、百間川水系砂川、高梁川県管理区間の被害状況を調査。

堤防天端上で行う記者発表の状況

小田川堤防調査委員会開催状況

砂川の堤防決壊箇所の調査実施状況

決壊状況を調査する職員

砂川



堤内地における浸水調査状況
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

痕跡

痕跡

痕跡

屋根に痕跡（流木）

〇複数の浸水痕跡が明瞭に残っていた。
〇末政川下流側決壊地点より下流側では、右岸側で多く見られた。

⇒段階的に浸水深が上昇した可能性を示唆



平成30年7月豪雨における初動対応

• 施設被害状況把握

• 水害状況把握

• 緊急措置対応への技術的助言

• 復旧前に被災状況を正確に把握



復旧・復興段階における技術支援

• 筑後川右岸流域河川・砂防復旧技術検討委員会

• 小本川における復旧



河川域～砂防域が連続した河床変動計算
（筑後川右岸流域河川・砂防復旧技術検討委員会資料）
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

■河川域～砂防域が連続した河床変動計算により、河川事業、砂防事業による土砂の流出対策の調整を行う

■河道整備、砂防施設の整備後も今回の豪雨により発生した不安定土砂が残存していることを考慮し、「③大規模土砂
生産半年後～③‘大規模土砂生産数年後」のような状態（規模の比較的大きい出水では多くの土砂が流出する状
態）を前提条件として流出土砂量を算定する。

①大規模土砂生産前 ④将来的に安定した状態

②大規模土砂生産直後

③大規模土砂生産半年後

③’ 大規模土砂生産数年後

流量
状態変化と流砂量の関係性

流
砂
量

②→③
澪筋の粗粒化によ
り、規模の小さい出
水では流砂量が減
少する。

①→②
河床に細粒土砂が堆
積するため、流砂量
が増加する。

③→③ ’
澪筋の粗粒化が進行し、小さい出
水では流砂量が減少し、元の水準
に戻る。一方、規模の比較的大き
い出水では多くの土砂が流出する。

③’

③
②

①・④
③‘’ →④
将来的には大規模土
砂生産前のような安
定した状態に戻る。

①大規模土砂
生産前

④将来的に
安定した状態

②大規模土砂
生産直後

③大規模土砂
生産半年後

③’大規模土砂
生産数年後

河床は比較的粗い
礫に覆われている

河床は比較的細かい
材料に覆われている。

河床は侵食し、一部は粗粒
化が進んでいるが、大規模
土砂生産前に比べると河
床材料は細かい。

さらに侵食し、澪筋付近で
は粗粒化が進んでいる。澪
筋以外では、大規模土砂生
産前に比べると細かい河床
材料が残存し、比較的規模
の大きな流量で流出する。

河床の変化状況

富士川砂防事務所提供写真を元に国総研で作成

土砂が堆積する区間が存在する場合、河道
形状の工夫（河川事業）、砂防施設配置・
構造の工夫（砂防事業）により土砂堆積を
改善する必要整備後河道

砂防計画で立案した砂防施設（透過型）

河床変動解析による堆積区間

渓流

河川域～砂防域が連続した河床変動計算イメージ

河床変動計算により、工夫の効果を確認し
ながら土砂の流出対策を調整し、河道内の
貯留施設の追加等を検討

土砂堆積
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

地域の安全性確保方策及び避難体制の構築に係る提案
（筑後川右岸流域河川・砂防復旧技術検討委員会資料）

■今次洪水で発生したような大規模な山腹崩壊が生じる可能性も否定できないことに加え、将来起こりうるすべての豪雨に対して今回の
ハード対策のみで地域の安全性が確実に確保されるものでもないことから、避難体制の構築などの地域の安全性確保等の対策も含め
て検討し、災害に強い地域づくりを進めることも重要である。

■逃げ遅れによる人的被害をなくすため、今次洪水の浸水実績や土砂災害警戒区域、地形等の情報を地域や関係者で共有し、住家や
避難所等の設置を検討する際の参考とすることが考えられる。

改修後の法線

現況河道法線

土砂災害警戒区域
A

A’

A-A’横断

今次出水において、大量に流出した“真砂土（マサ土）”HWL

高水敷

田畑
盛土

盛土

1：0.5

管理用道路

浸水実績範囲

移転

浸水実績範囲
農地利用

移転

真砂土は、侵食に対して弱い盛土材料であることから、宅地
盛土材として用いる場合には、周囲をブロック積み擁壁で保
護するなどの配慮が必要である。

谷底平野

谷底平野

避難所

宅地嵩上げ



小本川復旧における技術支援
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

河川堤防

開口部
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低水路:85m

左岸高水敷
:25m

右岸高水敷:50m

開口部
:100m

集落部
山
地
部

山
地
部

平野部縦断区間長:1380(m)

霞堤

氾濫域の幅
：500m

比較的平面スケールが
大きく、既存の霞堤があ
る実際の谷底平野及び
中山間地河川を参考に、

平面・横断・縦断形
状をシンプルにモデ
ル化

平面2次元流況計算
により施設設計の効
果を調べた



堤防越水後も状況の急激な悪化を回避するための工夫
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

Case1(p1)：霞堤のみ Case2(p1)：二線堤設置方式

〇二線堤設置：浸水域を一定時間、二線堤・霞堤間に限定する効果
〇霞堤開口部からの浸水が避難を困難にさせるまでの時間を延ばすだけでなく、
〇上流で氾濫が生じた後もなお、避難を可能とする時間を、一定程度創出

集落部
T=206min

霞堤開口部

集落部
T=231min

霞堤開口部

決壊

集落部
二線堤

霞堤開口部

T=206min

集落部
二線堤

霞堤開口部

T=231min

決壊



復旧・復興において重要な観点

• 施設の設計規模を超える洪水への対応として、
被害の進行を遅らせるための工夫が望ましい。

• 特に水位上昇速度が急激になる可能性のある
山地河川においては、特に人的被害回避のた
め、洪水が住宅地へ到達する時間を遅らせるた
めの既存施設を活かした多重防御など、施設
の工夫による減災を進めることが望ましい。

• 減災は、ソフトだけではない。
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防災・減災対策の高度化研究へ反映

• 洪水見える化

• 浸水予測システム

• 粘り強い海岸堤防

• 橋梁の浸食被害低減

• 大量土砂の影響緩和



水害リスクラインの実装
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宮城県山元海岸

縮尺1/25の小規模実験

【現在】
水位観測地点の予測水位（点情報）

標高

距離

上流

下流

水位観測所

【水害リスクライン】
上下流連続的な予測水位
（線情報）

河川の状況情報を「点情報」から「線情報」へ展開
また、上下流連続的な河川水位の情報と各断面の危険水位等の情報を組合せること
により、地先毎の氾濫の切迫性、氾濫した場合の被害規模を把握できるようにする

河川水位と各
断面の危険水
位等の関係等

点情報から河川の状態をイメージする必要があ
り、危険性を判断するために経験と知識が必要。
また、地先単位での氾濫の危険性を把握するこ
とが難しい。

浸水範囲



水害リスクラインの実装
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洪水予測システムが時々刻々計算する河川
縦断水位データを取り込んで、氾濫の切迫
度の表示を自動的に更新

現況

1時間後

2時間後

左右岸の堤防天端のライン

氾濫の切迫度を階層ごと
に色分けして表示

氾濫危険水位 到達

氾濫危険水位 3時間以内に到達

氾濫危険水位 6時間以内に到達

氾濫危険水位に到達するまでの時間
『水害リスクライン』のポイント

○レーダ雨量計によって観測された面的な雨量観測
データを予測計算に反映

○水位計で計測されたデータを最大限活用して、河川
水位を上流から下流まで連続した情報として見える
化

○河川水位と危険水位の関係など区間毎の洪水危険
度をわかりやすく表示



浸水予測システムの社会実験実施
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京王井の頭線
久我山駅周辺で
15～20cm程度

の浸水を画像よ
り確認

浸水実績（推定）

出典：http://健康法.jp/archives/41780

0.15m

再現計算結果
（Ｘレイン（ﾚｰﾀﾞ雨量データ））

当該箇所で浸水深0.15m

当該箇所で浸水深0.15～0.2m

８月１３日１５時（浸水深ピーク（推定））時点の浸水深再現結果と浸水実績

 

②メールを受け
て
システムを確
認！①1時間後の

浸水情報を受信！

○○○

③1時間後の
浸水状況を
確認！

○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○



粘り強い海岸堤防の設計手法
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・平成２３年３月１１日、千年に一度の津波災害

といわれる東日本大震災が発生。

・津波が堤防の高さを越えたため、堤防が破壊。

・国総研の調査の結果、海岸堤防の全壊・破堤の

主な要因は「越流水深」､「裏法尻被覆幅」等

・平成２３年９月 中央防災会議 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会

報告:「設計対象の津波高を超えた場合でも施設の効果が粘り強く発揮できるような

構造物の技術開発を進め、整備していくことが必要」

宮城県山元海岸

粘り強い構造は海岸堤防の機能として平成２６年改正海岸法に位置づけ

縮尺1/25の小規模実験 縮尺1/2の
大規模実験

国総研において、
模型実験による
粘り強い海岸堤防
の技術開発を実施
（平成２３〜２４年度）

→仙台湾南部海岸
災害復旧工事に活用



粘り強い海岸堤防の設計手法

16仙台湾南部海岸の復旧工事の例

① ③② ブロック同士の
かみ合わせ



河川堤防における危機管理型ハード対策
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北海道における橋梁破壊現象の分析
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美瑛町提供 国総研道路構造物研究部提供



河道における大量土砂流下現象解明のための新たな実験

19
写真：平成29年7月九州北部豪雨による土砂災害の概要＜速報版＞Vol.6（国土交通省水管理・国土保全局砂防部）

約180m

流量制御
装置

約30m

流木投入装置

土砂供給装置

土砂・流木対策の
効果確認

遊水池による洪水
調節機能の確認

整
流
槽

沈
砂
池

土砂堆積への
影響確認

流木捕捉工の
効果確認

越流堤

遊水池

既存の水路を統廃合し、
長大水路を製作

人力による流量制御から、
コンピュータ制御による
実態に近い洪水の再現

地形計測システム：人力での測量から
レーザ計測による効率的な作業の実現

※実線１つ１つが水路

現在の施設

改修後の施設

約30ｍ



災害から得られた知見・教訓を研究に反映

• 気候変動の進行、複合災害の発生など、これまであまり
類のない（大規模）水害発生の可能性が高まっているこ
とに鑑みて、ソフト、ハード対策を総動員した総合的対応
が必要。

• 実験や解析による現象解明を行い、ハード、ソフト共に
実現可能な対策を提案。

• 実現のためには、費用、不確実性などの制約も加味して
技術開発を行う必要がある。

• 施設（ハード）については、被害が出ても急速に進展しな
い、いわば賢く壊れる（粘り強い）施設設計を提案してい
く。

• 危機管理における情報提供に関しては、多方面との協
働がより一層重要になる。
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